申請書等記入上の注意（平成30年度）
１　交付申請書　（別紙様式１）
日付は空欄にしてください。
２　申請額算出内訳（別紙様式１－１）
　　Ａ欄（総事業費）＝保育所運営にかかる費用（別紙３）
　　Ｄ欄（対象経費の支出予定額）＝Ａのうち、人件費にかかる費用（別紙様式１－２の合計額）
３　保育士等職員給与費明細書（別紙様式１－２）
　　職名の左側余白に「常勤」又は「非常勤」のいずれかを記載してください。
４　事業計画書（別紙様式１－３）
　　○保育児童数の算定方法
別紙のとおりです。
　　※法人内の複数の施設が、同一の保育施設を利用している場合は対象施設の職員の児童数のみ算定
　　○非常勤の保育士の常勤換算方法について
　　　非常勤の週当たり勤務時間の合計数÷常勤の週当たり勤務時間の合計数
　　　（例）３０時間÷４０時間＝０．７５人（小数点以下第２位を四捨五入し、小数点第１位まで算出）→０．８人
５　歳入歳出予算抄本（関係部分抜粋）（別紙様式３）
１０月１２日までの日付で原本証明してください。
　６　介護施設内保育所の保育料金が規定された規則等の書類
　７　委託契約書の写し（運営を委託契約している場合）
　　　１０月１２日までの日付で原本証明してください。
８　債権者登録申請書
３０年度初めて申請する法人の場合　１部
※２９年度に申請した法人の場合　補助金振込口座に変更がある場合は１部提出してください。
９　その他
　　（１）法人内で複数の施設の申請をする場合は１については法人でまとめて、２～５については施設ごとに作成してください。
　　（２）別紙様式１に押印する理事長印と原本証明に使用する理事長印は同じ印影のものを使用してください。
（３）申請書修正等の依頼の際に申請書作成担当者の連絡先が必要となりますので、申請書担当作成者の連絡先についても必ず記入の上、提出をしてください。
保育児童数の算定方法
１　保育児童数について
（１）各月において職員と保育所との間に受託契約がなされており、かつ各月において１５日以上保育した職員の児童を保育児童数として算定する。なお、臨時に保育した児童については次のイによる。
（２）臨時に保育した児童については、下記の方法により換算した上で保育児童数として算定できる。ただし、１日単位で保育した児童についてのみとし、時間単位以下で保育した児童については算定しない。
（１）、（２）に基づき算定した各月における保育児童数を年間平均した人数が４．０人以上であれば４人未満の月があってもⅡ型とする。ただし、４人未満が６ヶ月以上の場合はⅡ型の補助対象外（Ⅰ型で補助対象）とする。その他の区分においても同様の考え方とする。
（例）①　4月～10月までが5人、11月～3月までが3人の場合
　　　　{（5人×7ヶ月）＋（3人×5ヶ月）÷12ヶ月}＝　４．１６・・・人（小数点以下第２位を四捨五入し、小数点第１位まで算出）　→　４．２人　→　Ⅱ型
　　　②　4月～9月までが5人、10月～3月までが3人の場合
　　　　{（5人×6ヶ月）＋（3人×6ヶ月）÷12ヶ月}＝　４．０人　→補助対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （Ⅰ型で対象）
【（２）の換算方法】



　（例）１日８時間、２０日開所した保育所において、
　　　　　１５日間以上保育した児童　３人
　　　　　６日間臨時に保育した児童　１人
　　　　　５日間臨時に保育した児童　２人　の場合
臨時に保育した児童を換算すると
　６日／２０日＝０．３人
　　　　　　５日／２０日＝０．２５人
　　　【合計】３人＋０．３人＋０．２５人＝３．５５人（小数点以下第２位を四捨五入し、小数点第１位まで算出）　→　３．６人
別 紙
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（臨時に保育した児童の月間延保育日数）





（実際の月間延開所日数）





（保育児童換算数）








